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平均 1,177 円となる 2026 年度の最低賃金、

審議の透明性などに課題 
審議内容は過半数の地域で非公開／欧州型目標の検討加速も必要 

 

 

経済調査部 エコノミスト 田村 統久 
 

 

[要約] 

◼ 2026 年度の最低賃金（最賃）引き上げ率は全国加重平均で 5.0％と、前年度（6.3％）

を下回ったが、物価上昇が大幅に鈍化したわりには高めに着地した。中央最低賃金審

議会（中賃審）が示した引き上げ額の目安からの上振れ幅は総じて縮小したが、目安

を上回る引き上げを行ったのは 33道府県（前年度は 39道府県）と依然多い。 

◼ 各地域で今後も最賃引き上げが積極的に行われるとみられるが、課題となるのが審議

内容の透明化だ。地方最低賃金審議会における引き上げ額の判断事由を適宜公開しな

かったり、公開される説明が曖昧だったりする地域は少なくない。 

◼ 最賃改定にあたり、マクロの賃金と比べた相対水準（参照賃金）を目標にするという、

欧州の取り組みを参考にする地域も現れつつある。中賃審でも今後、どのように参照

賃金を設定し、最賃改定の参考にするのかなどの検討の加速が期待される。 

 

10 月に入り、各地で 2026 年度改定に伴う新たな最低賃金（最賃）の発効が進んでいる。全

国加重平均では前年度から 56円引き上げられ、1,177円となる。 

最賃の引き上げ額は、中央最低賃金審議会（中賃審）が厚生労働大臣に答申した「目安1」を

参考に、各都道府県の地方最低賃金審議会（地賃審）が検討して地方労働局長に答申し、最終

的に地方労働局長が決定する。26年度改定では、中賃審が 7月 28日に目安を示し、9月 3日ま

でに全国の地賃審が答申した。地方労働局長による決定を受け、10 月 1 日から 12 月 2 日にか

けて新たな最賃が発効する。 
 

 
1 引き上げ額の目安は、経済実態をもとに定めている「A」「B」「C」の 3 つのランク別に示される。 
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26年度の最低賃金引き上げ率は前年度から低下も、物価上昇が大幅に鈍化したわりに高水準 

2026 年度の最賃改定にあたり、注目点は二つあった。一つは、高市早苗政権下で初めての改

定だったことである。7月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2026」（26年 7月

21日）では、全国平均 1,500円という政府の最賃引き上げ目標の達成時期が、従来の「2020年

代」から「遅くとも 2030 年代前半できる限り早期」へと事実上後ろ倒しされた2。これにより、

26年度改定では、引き上げペースが顕著に鈍化することを予想する向きもあった。 

もう一つは、一部地域で過度な最賃引き上げが広がる可能性があったことである。25 年度は、

最賃額が低い地方部を中心に、近隣県等への人口流出を抑制すべく目安を大きく上回る引き上

げを答申する地賃審が続出した。同時に、使用者の準備期間を確保するため、改定後最賃の発

効日を大幅に後ろ倒しする動きも広がった。中賃審は 26 年 6 月 23 日に「令和 7 年度地方最低

賃金審議会の審議結果を踏まえた論点と考え方の整理」（以下、「整理」）を取りまとめ、こう

した状況が 26年度も継続することへの懸念を示していた3。 

26 年度改定では、第一に、最賃引き上げ率は 5.0％と前年度（6.3％）を下回った（図表 1

左）。しかし、最賃改定をめぐる審議で参照される CPI上昇率（持家の帰属家賃を除く総合で、

前年 10月～当年 6月の前年同期比）を 2.9％pt上回る。最賃引き上げ率と物価上昇率の乖離幅

は、政府目標下における最賃改定が定着した 16年度以降で 3番目に大きい。 

図表 1：最低賃金引き上げ率と物価上昇率の推移（左）、最低賃金引き上げ額の目安からの上振

れ額・改定後の最低賃金の発効日・目安を上回る引き上げを実施した地域数（右） 

 
 
（注）左図の CPI 上昇率は前年 10 月から当年 6 月までの前年同期比。右図のバブルサイズは目安を上回る引き

上げを実施した地域数。 

（出所）厚生労働省、総務省統計、各種資料より大和総研作成 
  
 

 
2 「経済財政運営と改革の基本方針 2026（原案）」（2026年 6 月 30 日）にも同様の文言が確認される。 
3 詳細は拙稿「26 年度最低賃金改定のポイント①」（大和総研レポート、2026 年 7 月 9日）を参照。 
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https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20260709_025891.html
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この点、中賃審（引き上げ率に換算して 4.9％という目安を答申）の公益委員見解4によると、

25 年度改定時に比べて物価上昇が大きく鈍化したことが考慮される一方、賃金相場の上昇と、

企業の賃金支払能力の改善が反映された5。同資料では、中小企業における経常利益の減少や労

働分配率の上昇、価格転嫁の進展の鈍化なども確認されたものの、あまり判断材料とならなか

ったようだ6。 

第二に、最賃引き上げ額の目安からの上振れ幅は全国平均で 2.4 円と、25 年度（5.4 円）か

ら大幅に縮小し、24 年度（3.1 円）も下回った（図表 1 右）。他方、10 月 1 日からの経過日数

に換算した改定後最賃の発効日は全国平均で 14.2 日と、25 年度（40.4 日）ほどではないもの

の、比較的遅い日程が目立った。目安を上回る引き上げを行ったのは 33 道府県（25 年度は 39

道府県）と依然多く、目安にこだわらない引き上げ額の検討が広がったとみられる。 

26年度に目安からの上振れ幅が縮小した背景には、前述した中賃審の懸念や、25年度に大幅

な引き上げを行った影響の様子見などが指摘される。また中賃審が、最賃額が比較的低い B、C

ランクの引き上げ額の目安を 56円と、Aランク（54円）より高めに設定したため、目安以上に

引き上げなくても地域間格差が縮小しやすかったことも関係がありそうだ。他方、特に最賃額

が低い地方部で、人口流出への懸念などから最賃を積極的に引き上げたり、使用者の準備期間

への配慮から発効日を柔軟に設定したりする構図自体は、25 年度からあまり変化していないと

思われる。 

 

審議内容の公開の遅さや内容の曖昧さなど、地賃審の情報発信には課題が多い 

近年の積極的な最賃引き上げにより、とりわけ中小企業の経営への影響は拡大している7。高

市政権下でも全国加重平均 1,500 円や地域間格差の是正を目指しているが、これらを円滑に実

現するためにも、審議内容の透明化や引き上げ額などの判断事由の明確化を通じて、使用者側

の納得感や予見可能性を高める必要があるだろう。 

この点、中賃審が近年、公益委員見解をより丁寧に作成していることは評価される。特に

2022 年度以降の公益委員見解には、経済指標の推移やその評価が従来よりも幅広く、かつ具体

的に記載されたり、経済指標の推移を分かりやすく図示したスライドなどが本文に添付された

 
4 中央最低賃金審議会では通例、労使の意見の一致を見ないままに、この公益委員見解を地方最低賃金審議会

に提示することが決定される。 
5 最低賃金法（第 9 条第 2 項）は、最賃を定めるにあたり、労働者の生計費（≒物価）、賃金、通常の事業の

賃金支払能力が考慮されるべきとしている。 
6 なお、中賃審の公益委員見解は企業の賃金支払能力の検討にあたり、①厚生労働省「賃金改定状況調査」

（常用労働者数 30 人未満の企業が対象）の賃金上昇率を、企業が賃金支払能力等も勘案した賃金決定の結果

と解釈した上で、②2026 年の同賃金上昇率が 2002 年以降で最大となったことを指摘している。しかし、同賃

金上昇率の高まりを、中小企業全体の賃金支払能力の改善と解釈することには疑問が残る。一部の中小企業

が、2025 年を上回る賃上げを実施する一方で雇用を削減して人件費の増加を抑制したり、人件費の増加などが

重しとなり廃業・倒産したりしても、同調査の結果には反映されないためである。 
7 令和 8 年度中央最低賃金審議会目安に関する小委員会（第 1 回）資料「資料 No.2 主要統計資料」（2026 年

6 月 26 日）によると、25 年度最賃改定の影響率（最賃を改定した後に、改定後の最賃額を下回ることになる

労働者割合）は事業所規模 30人未満（製造業等は 100 人未満）で 27.7％（24 年度改定は 23.2％）、事業所規

模 5 人以上で 10.8％（同 8.8％）へと拡大した。 
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りするようになった。 

他方、地賃審の取り組みは地域によりまちまちであり、課題も多い。第一に、地賃審が引き

上げ額をどのように判断したのかを適宜公開していない地域が多い。地賃審の審議内容は、一

般には公益委員見解8や、答申・専門部会報告書（添付資料を含む）9に整理される。公益委員

見解は資料自体が公開されるほか、審議中に口頭で説明された内容が議事要旨・議事録を通じ

て公開される場合もある。 

図表 2によると、新たな最賃の発効が始まった 10月 1日時点でも、そうした資料を公開し、

26年度の引き上げ額の判断事由を説明しているのは 22都道府県と半数に満たない10。残りの地

域でも徐々に公開が進んでいく可能性は高い一方、7 府県では 25 年度分を依然として公開して

いない。 

図表 2：審議内容の公開状況（2026 年 10 月 1 日時点） 

 
 
（注）（）内は該当地域数。赤字は引き上げ額の目安に対する上乗せ額が 5 円以上の地域。 

（出所）各地方労働局資料より大和総研作成 

 

第二に、地賃審による判断事由の説明は、曖昧なものが多い。前述した 22 都道府県の 26 年

度分や、その他地域の 25年度分の資料などを見る限り、引き上げ額を判断する上でどの経済指

標を重視し、どのように算定したのかが分からないものも散見される。特に、公益委員見解が

審議中に口頭で説明する場合には、一部が省略されることも少なくないとみられ、議事要旨・

議事録を通じて公開するにとどまる地域は、そうした判断事由にかかる記述量が少ない傾向に

ある。 

なお、前述した「整理」は、地賃審が目安を大幅に上回る最賃引き上げを判断した場合には、

その理由を公益委員見解等で明示すべきことを指摘している。この点、引き上げ額の目安から

の上振れ幅が 5円以上と比較的大きい 10県のうち（図表 2 の赤字の地域）、10 月 1日時点でそ

の判断事由を公開しているのは 4 県にとどまる。このうち、上振れ幅が最大（9 円）となった

 
8 地方最低賃金審議会でも通例、労使の意見が一致しない中、公益委員見解が答申の事実上の論拠となる。 
9 地方最低賃金審議会では、内部に設置される専門部会で最低賃金の具体的な引き上げ額などが検討され、そ

の報告をもとに答申が作成される。 
10 本稿では、公益委員見解への言及自体は見られるものの、あくまで引き上げ額などの紹介にとどまり、判断

事由の説明が確認できないと解釈される議事要旨・議事録は、審議内容の公開資料には当たらないものと整理

した。なお、中賃審の公益委員見解は、答申と同時に公開される。 

25年度分を公開（18県） 25年度分を非公開（7府県）

資料
青森、新潟、富山、福井、
長野、岐阜、鳥取、広島、
徳島、福岡、宮崎、鹿児島

秋田、群馬、山梨、高知、
熊本

議事要旨
議事録

東京、兵庫、岡山、香川、
愛媛

岩手、宮城、福島、茨城、
埼玉、千葉、静岡、愛知、
三重、山口、長崎、大分、
沖縄

北海道、神奈川、石川、大
阪、佐賀

ー

山形、栃木、滋賀、京都、
奈良、和歌山、島根

26年度分を公開
（22都道府県）

26年度分を非公開（25府県）

公益委員
見解

答申・専門部会報告書
における整理
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佐賀県の資料を例に挙げると、引き上げ額を「セーフティーネットとしての最低賃金の意義を

強く意識して審議」したと述べられているものの、目安を 9 円上回る改定に至った具体的な算

定根拠などについては判然としない。 

 

EU指令の取り扱いにかかる検討の加速に期待 

最賃改定に対する企業の納得感や予見可能性を高めていく、という観点では、審議内容の公

開状況が改善されるほか、政府目標の妥当性も引き続き検討する必要がある。 

この点、「全国平均 1,500円」のように、絶対額を最賃の目標とするのは、一見すると分かり

やすく周知もしやすい。しかし、目標額と経済状況との関係が必ずしも明確ではないため、目

標達成のために最賃が過度に引き上げられ、景気や雇用の悪化をもたらす恐れがある。 

参考になるのが欧州の取り組みである。欧州連合（EU）は、2022 年 10 月に EU 最低賃金指令

（以下、EU 指令）を制定（同年 11 月に施行）し、最賃を適正な生活・労働環境を実現するのに

十分な水準まで引き上げることを加盟国に求めるとともに、目標とすべき水準（参照賃金）と

して賃金中央値の 60％や平均賃金の 50％を例示した。 

中賃審は前述した「整理」の中で、EU 指令の取り扱いに関して「一定の時間をかけて議論を

尽くす必要がある」という認識を示し、26 年度最賃改定にかかる公益委員見解も、「整理」の

そうした認識を引用しつつ、「引き続き検討すべき課題である」と指摘した。 

地賃審に目を向けると、欧州の取り組みを独自に参考にしようと試みる地域が現れつつある

ものの、参照賃金の設定にはばらつきが見られる。例えば、25 年度の高知地賃審では一般労働

者の賃金中央値の 6 割が目指すべき目標とされる一方、26 年度の新潟地賃審では全労働者の平

均賃金の 5 割という水準を参考にしている。どのように参照賃金を設定し、参考にするのかな

どの EU指令の取り扱いをめぐり、中賃審でも検討を加速し、一定の解釈を示すことが必要とな

りそうだ11。 

 
11 EU 指令の日本への導入のあり方は、拙稿「25 年度最低賃金改定の総括と今後の焦点」（大和総研レポー

ト、2025 年 10 月 14 日）などで検討した。 

https://www.dir.co.jp/report/research/economics/japan/20251014_025351.html
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